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▶ 1 日、坂東市は、坂東市役所新庁舎での業務を開始、開庁に合わせ、市の防災行政無線情報や緊
　急情報を荒天時でも受信できる防災ラジオの放送を開始
▶ 2 日、茨城県労働局「高年齢者の雇用状況」によれば、「65歳以上定年制」の採用企業は17.5％と前

年に比べ＋1.0％ポイント増加、定年制廃止企業は2.5％と同＋0.2％ポイント増加
▶ 4 日、総務省「第1回地方公共団体における統計利活用表彰」において、茨城県はSNSを活用した効果

的な広報の実施が評価され、特別賞を受賞
▶ 7 日、行方市は、「新しい総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）」の開始（12月1日から）を公表、

介護予防サービスのうち、「訪問介護」・「通所介護」のサービスを新たに開始
▶ 8 日、神栖市は、市内のバス空白地域を解消すべく、新規路線バスの試験運行を開始（12月1日～

2017年9月30日）、9日、下妻市は、コミュニティバス「シモンちゃんバス」の実証運行を2017年
1月から開始することを公表

▶ 9 日、水戸市は、同市と県央地域8市町村（笠間市、ひたちなか市、那珂市、小美玉市、茨城町、大洗町、
城里町、東海村）で形成する「定住自立圏」の取組み推進のため、「茨城県央地域定住自立圏共生ビジョン」

（計画期間：2017年度から5年間）を決定
▶ 9 日、水戸市は、「広報みと」の配信をアプリケーションソフト「イバラキイーブックス」・「マイ広報みと」

によりスタート、スマートフォン等でいつでもどこでも閲覧可能に
▶10日、笠間市は、鉄道と笠間観光周遊バスを利用した女性を対象とした「笠間×女子旅×ぷらっとぷ

らん」6プランを考案し、観光HP「かさまぷらっとぷらん」に掲載

▶12日、水戸市は、中京大学等を運営する学校法人梅村学園（愛知県）と、「連携協力に関する協定」を締結、
まちづくり、産業、教育、スポーツ等の分野で人的・物的資源を相互交流

▶15日、茨城県によれば、9月の水戸市消費者物価指数は、総合で99.6（2015年＝100）と前月に比べ
＋0.2％上昇（前年同月比▲0.6％）

▶15日、古河市は、スマートフォン等で市内循環バス「ぐるりん号」の走行位置やバス停到着時刻等の
情報を検索・確認できる「バスロケーションシステム」の導入を公表（12月1日から）

▶17日、農林水産省によれば、カナダ向けに茨城県（下妻市）産梨の輸出が新しい検疫条件の下で初め
て実現、下妻梨としては、タイ、マレーシア、シンガポールに続いて4か国目

▶18日、茨城県・農地中間管理機構は、県内農業者団体5団体（農業経営士協会、女性農業士会、青年農
業士連絡協議会、農業法人協会、認定農業者協議会）と「農地中間管理事業による農用地の集積及び集
約化の促進に関する協定」を締結、全国で2番目の取組み

▶18日、文化庁文化審議会は、茨城県所在の旧大塚酒造店舗兼主屋および本蔵（坂東市）、旧大子銀行本
店（大子町）について、登録有形文化財（建造物）への登録を答申

▶20日、「KENPOKU ART 2016 茨城県北芸術祭」　（9月17日～11月20日の65日間）が閉幕、総来場
者数は77.6万人で、アンケートによれば県外客が約3割を占める

▶23日、坂東市は、国の有形文化財に登録された、旧大塚酒造店舗兼主屋・本蔵を活用した観光交流セ
ンター「秀緑」およびまちなか交流センター「ゆめぷらざ坂東」をグランドオープン

▶24日、茨城県は、2016年度12月補正予算案を公表、補正予算規模は一般会計ベースで187億2,600
万円、補正後の一般会計予算は前年度予算に対し▲2.9％の減少

▶25日、茨城県・関連業界は、県北部海域（北茨城～日立市沖）のアカシタビラメ・クロダイ、県南部海域（鉾
田市～神栖市沖）のマルアジの生産自粛を解除

▶25日、茨城県は、県民向け市場公募債「大好きいばらき県民債」（2016年度第1回）の発行を公表（発
行額25億円、期間5年、発行日12月28日）

▶25日、茨城県は、桜川市から霞ヶ浦を周遊し潮来市を結ぶ「つくば霞ヶ浦りんりんロード」の開通記
念式典を開催、サイクリングロードとしては日本最長の全長約180ｋｍを誇る

▶25日、高萩市は、未就学児がいる遠方通勤・高萩市在住の世帯を対象に、通勤費の一部を助成する制
度（月約5,000円）の導入を公表

▶25日、下館商工会議所・筑西市商工会は、1冊1万円で1万1千円分の商品券が購入できる「筑西市プレ
ミアム付商品券」の販売（9,800セット）を開始（利用は2017年2月28日まで）

▶29日、いばらきフィルムコミッションによれば、2015年度の県内ロケ支援作品数は583作品と前年度
に比べ＋6％増加し過去最高を記録、ロケ延べ日数は1,130日と同▲5％の減少

▶ 1 日、日本銀行は「長短金利操作付き量的・質的緩和」政策の維持を決定、2日、「経済・物価情
　勢の展望」を公表、実質成長率見通し（中央値）は2016年度＋1.0％、2017年度＋1.3％、2018年

度＋0.9％と7月時点比横ばい、物価安定目標2％達成時期は2018年頃に先送り
▶ 2 日、米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラルファンドレート（FF）金利の誘導目標レンジ

を0.25 ～ 0.50％に据置き、「金利引き上げの論拠は引続き強まっている」と声明で付言
▶ 4 日、金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」によれば、二人以上世帯の金融資産

保有額は平均で1,078万円、前年に比べ▲131万円の減少
▶ 4 日、国際連合は、地球温暖化対策の国際的な枠組みである「パリ協定」の発効を発表、8日、政府は、

同協定の受諾を閣議決定し、わが国の「パリ協定受諾書」を国連事務局に提出
▶ 4 日、日本経済団体連合会によれば、2016年末賞与・一時金大手企業妥結額（第1回集計、加重平均）は、

927,892円と前年に比べ＋7,707円（＋0.84％）の増加
▶ 9 日、財務省によれば、9月の経常収支状況（速報）は1兆8,210億円と前年同月に比べ＋3,688億円

黒字幅が拡大、27か月連続の黒字
▶10日、財務省によれば、2016年9月末現在の「国の借金」の残高（国債及び借入金並びに政府保証債

務現在高）は、1,062.6兆円と2016年6月末に比べ＋9.1兆円の増加

▶14日、内閣府によれば、2016年7～9月期の実質国内総生産（GDP、1次速報値、季節調整済）は、
前期比年率換算で＋2.2％と3四半期連続のプラス成長

▶16日、参院本会議で「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一
部を改正する法律の一部を改正する法律案」が可決・成立、年金の受給資格取得のための保険料納付期
間を25年から10年に短縮

▶16日、安倍総理は、第3回「働き方改革実現会議」の席上、「春季労使交渉に向けた賃金引上げの方向性」
について、政労使出席者に対し要請（ｐ.24経済情報ピックアップ参照）

▶16日、日本政府観光局（JNTO）によれば、10月の訪日外国人客数は213.6万人と前年同月に比べ＋
16.8％の増加で10月として過去最高、1～10月の累計で初めて2,000万人を突破

▶17日、厚生労働省によれば、2016年新規大学卒者の初任給は203.4千円、前年同期に比べ＋0.7％と
3年連続の増加、18日、同省・文部科学省によれば、2017年3月に卒業予定の大学生の就職内定率は、
10月1日現在で71.2％と前年同期に比べ＋4.7％ポイントの上昇

▶17～19日、国連気候変動枠組条約第22回締約国会議（COP22）をモロッコ・マラケシュで開催、「パ
リ協定」の実施指針等を2018年までに採択することで合意

▶19～20日、アジア太平洋経済協力（APEC）首脳会議をペルー・リマで開催、「あらゆる形態の保護主
義に対抗」することを盛り込んだ首脳宣言を採択

▶25日、内閣府は、11月の月例経済報告において、わが国の景気は、「このところ弱さもみられるが、
緩やかな回復基調が続いている」と判断を据置き

▶25日、国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報告」（2016年7月1日～10月1日）によれば、調
査対象100地区のうち82地区で3か月前に比べ地価が上昇、下落地区はゼロ

▶28日、農林水産省によれば、2017年産米の生産数量目標は735万トンと前年に比べ▲8万トンの減少
（自主的取組参考値は733万トンと同▲2万トンの減少）

▶29日、衆議院本会議で第192回臨時国会会期の14日間延長を議決（12月14日まで）
▶29日、政府は、2017年度「予算編成の基本方針」を閣議決定、歳出改革を予算に反映
▶29日、政府は、「農林水産業・地域の活力創造プラン」を改訂、新たに「更なる農業の競争力強化のた

めの改革」として「農業競争力強化プログラム」を決定
▶29日、米商務省によれば、2016年7～9月期の米実質国内総生産（GDP、改定値、季節調整済）は、

前期比年率換算で＋3.2％と速報値に比べ＋0.3％ポイントの上方修正
▶30日、ユネスコ政府間委員会は、18府県33件の祭りで構成される「山・鉾・屋台行事」を無形文化遺

産に登録（代表一覧表に「記載」）を決議、日本のユネスコ無形文化遺産は計21件
▶30日、OPEC（石油輸出国機構）は、総会をウィーンで開催、加盟国の原油生産量を日量3,250万バ

レルとし、10月比約▲120万バレル減産することで最終合意、減産は8年振り
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▶ 1 日、坂東市は、坂東市役所新庁舎での業務を開始、開庁に合わせ、市の防災行政無線情報や緊
　急情報を荒天時でも受信できる防災ラジオの放送を開始
▶ 2 日、茨城県労働局「高年齢者の雇用状況」によれば、「65歳以上定年制」の採用企業は17.5％と前

年に比べ＋1.0％ポイント増加、定年制廃止企業は2.5％と同＋0.2％ポイント増加
▶ 4 日、総務省「第1回地方公共団体における統計利活用表彰」において、茨城県はSNSを活用した効果

的な広報の実施が評価され、特別賞を受賞
▶ 7 日、行方市は、「新しい総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）」の開始（12月1日から）を公表、

介護予防サービスのうち、「訪問介護」・「通所介護」のサービスを新たに開始
▶ 8 日、神栖市は、市内のバス空白地域を解消すべく、新規路線バスの試験運行を開始（12月1日～

2017年9月30日）、9日、下妻市は、コミュニティバス「シモンちゃんバス」の実証運行を2017年
1月から開始することを公表

▶ 9 日、水戸市は、同市と県央地域8市町村（笠間市、ひたちなか市、那珂市、小美玉市、茨城町、大洗町、
城里町、東海村）で形成する「定住自立圏」の取組み推進のため、「茨城県央地域定住自立圏共生ビジョン」

（計画期間：2017年度から5年間）を決定
▶ 9 日、水戸市は、「広報みと」の配信をアプリケーションソフト「イバラキイーブックス」・「マイ広報みと」

によりスタート、スマートフォン等でいつでもどこでも閲覧可能に
▶10日、笠間市は、鉄道と笠間観光周遊バスを利用した女性を対象とした「笠間×女子旅×ぷらっとぷ

らん」6プランを考案し、観光HP「かさまぷらっとぷらん」に掲載

▶12日、水戸市は、中京大学等を運営する学校法人梅村学園（愛知県）と、「連携協力に関する協定」を締結、
まちづくり、産業、教育、スポーツ等の分野で人的・物的資源を相互交流

▶15日、茨城県によれば、9月の水戸市消費者物価指数は、総合で99.6（2015年＝100）と前月に比べ
＋0.2％上昇（前年同月比▲0.6％）

▶15日、古河市は、スマートフォン等で市内循環バス「ぐるりん号」の走行位置やバス停到着時刻等の
情報を検索・確認できる「バスロケーションシステム」の導入を公表（12月1日から）

▶17日、農林水産省によれば、カナダ向けに茨城県（下妻市）産梨の輸出が新しい検疫条件の下で初め
て実現、下妻梨としては、タイ、マレーシア、シンガポールに続いて4か国目

▶18日、茨城県・農地中間管理機構は、県内農業者団体5団体（農業経営士協会、女性農業士会、青年農
業士連絡協議会、農業法人協会、認定農業者協議会）と「農地中間管理事業による農用地の集積及び集
約化の促進に関する協定」を締結、全国で2番目の取組み

▶18日、文化庁文化審議会は、茨城県所在の旧大塚酒造店舗兼主屋および本蔵（坂東市）、旧大子銀行本
店（大子町）について、登録有形文化財（建造物）への登録を答申

▶20日、「KENPOKU ART 2016 茨城県北芸術祭」　（9月17日～11月20日の65日間）が閉幕、総来場
者数は77.6万人で、アンケートによれば県外客が約3割を占める

▶23日、坂東市は、国の有形文化財に登録された、旧大塚酒造店舗兼主屋・本蔵を活用した観光交流セ
ンター「秀緑」およびまちなか交流センター「ゆめぷらざ坂東」をグランドオープン

▶24日、茨城県は、2016年度12月補正予算案を公表、補正予算規模は一般会計ベースで187億2,600
万円、補正後の一般会計予算は前年度予算に対し▲2.9％の減少

▶25日、茨城県・関連業界は、県北部海域（北茨城～日立市沖）のアカシタビラメ・クロダイ、県南部海域（鉾
田市～神栖市沖）のマルアジの生産自粛を解除

▶25日、茨城県は、県民向け市場公募債「大好きいばらき県民債」（2016年度第1回）の発行を公表（発
行額25億円、期間5年、発行日12月28日）

▶25日、茨城県は、桜川市から霞ヶ浦を周遊し潮来市を結ぶ「つくば霞ヶ浦りんりんロード」の開通記
念式典を開催、サイクリングロードとしては日本最長の全長約180ｋｍを誇る

▶25日、高萩市は、未就学児がいる遠方通勤・高萩市在住の世帯を対象に、通勤費の一部を助成する制
度（月約5,000円）の導入を公表

▶25日、下館商工会議所・筑西市商工会は、1冊1万円で1万1千円分の商品券が購入できる「筑西市プレ
ミアム付商品券」の販売（9,800セット）を開始（利用は2017年2月28日まで）

▶29日、いばらきフィルムコミッションによれば、2015年度の県内ロケ支援作品数は583作品と前年度
に比べ＋6％増加し過去最高を記録、ロケ延べ日数は1,130日と同▲5％の減少

▶ 1 日、日本銀行は「長短金利操作付き量的・質的緩和」政策の維持を決定、2日、「経済・物価情
　勢の展望」を公表、実質成長率見通し（中央値）は2016年度＋1.0％、2017年度＋1.3％、2018年

度＋0.9％と7月時点比横ばい、物価安定目標2％達成時期は2018年頃に先送り
▶ 2 日、米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラルファンドレート（FF）金利の誘導目標レンジ

を0.25 ～ 0.50％に据置き、「金利引き上げの論拠は引続き強まっている」と声明で付言
▶ 4 日、金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」によれば、二人以上世帯の金融資産

保有額は平均で1,078万円、前年に比べ▲131万円の減少
▶ 4 日、国際連合は、地球温暖化対策の国際的な枠組みである「パリ協定」の発効を発表、8日、政府は、

同協定の受諾を閣議決定し、わが国の「パリ協定受諾書」を国連事務局に提出
▶ 4 日、日本経済団体連合会によれば、2016年末賞与・一時金大手企業妥結額（第1回集計、加重平均）は、

927,892円と前年に比べ＋7,707円（＋0.84％）の増加
▶ 9 日、財務省によれば、9月の経常収支状況（速報）は1兆8,210億円と前年同月に比べ＋3,688億円

黒字幅が拡大、27か月連続の黒字
▶10日、財務省によれば、2016年9月末現在の「国の借金」の残高（国債及び借入金並びに政府保証債

務現在高）は、1,062.6兆円と2016年6月末に比べ＋9.1兆円の増加

▶14日、内閣府によれば、2016年7～9月期の実質国内総生産（GDP、1次速報値、季節調整済）は、
前期比年率換算で＋2.2％と3四半期連続のプラス成長

▶16日、参院本会議で「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一
部を改正する法律の一部を改正する法律案」が可決・成立、年金の受給資格取得のための保険料納付期
間を25年から10年に短縮

▶16日、安倍総理は、第3回「働き方改革実現会議」の席上、「春季労使交渉に向けた賃金引上げの方向性」
について、政労使出席者に対し要請（ｐ.24経済情報ピックアップ参照）

▶16日、日本政府観光局（JNTO）によれば、10月の訪日外国人客数は213.6万人と前年同月に比べ＋
16.8％の増加で10月として過去最高、1～10月の累計で初めて2,000万人を突破

▶17日、厚生労働省によれば、2016年新規大学卒者の初任給は203.4千円、前年同期に比べ＋0.7％と
3年連続の増加、18日、同省・文部科学省によれば、2017年3月に卒業予定の大学生の就職内定率は、
10月1日現在で71.2％と前年同期に比べ＋4.7％ポイントの上昇

▶17～19日、国連気候変動枠組条約第22回締約国会議（COP22）をモロッコ・マラケシュで開催、「パ
リ協定」の実施指針等を2018年までに採択することで合意

▶19～20日、アジア太平洋経済協力（APEC）首脳会議をペルー・リマで開催、「あらゆる形態の保護主
義に対抗」することを盛り込んだ首脳宣言を採択

▶25日、内閣府は、11月の月例経済報告において、わが国の景気は、「このところ弱さもみられるが、
緩やかな回復基調が続いている」と判断を据置き

▶25日、国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報告」（2016年7月1日～10月1日）によれば、調
査対象100地区のうち82地区で3か月前に比べ地価が上昇、下落地区はゼロ

▶28日、農林水産省によれば、2017年産米の生産数量目標は735万トンと前年に比べ▲8万トンの減少
（自主的取組参考値は733万トンと同▲2万トンの減少）

▶29日、衆議院本会議で第192回臨時国会会期の14日間延長を議決（12月14日まで）
▶29日、政府は、2017年度「予算編成の基本方針」を閣議決定、歳出改革を予算に反映
▶29日、政府は、「農林水産業・地域の活力創造プラン」を改訂、新たに「更なる農業の競争力強化のた

めの改革」として「農業競争力強化プログラム」を決定
▶29日、米商務省によれば、2016年7～9月期の米実質国内総生産（GDP、改定値、季節調整済）は、

前期比年率換算で＋3.2％と速報値に比べ＋0.3％ポイントの上方修正
▶30日、ユネスコ政府間委員会は、18府県33件の祭りで構成される「山・鉾・屋台行事」を無形文化遺

産に登録（代表一覧表に「記載」）を決議、日本のユネスコ無形文化遺産は計21件
▶30日、OPEC（石油輸出国機構）は、総会をウィーンで開催、加盟国の原油生産量を日量3,250万バ

レルとし、10月比約▲120万バレル減産することで最終合意、減産は8年振り
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